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特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム 

2024年度第4回常任委員会 議事録 

 

1. 日時： 2024年9月26日 (木)  14:00～15:50 

 

2. 場所：東京都千代田区麹町3－6－5麹町GN安田ビル4階JPF事務局会議室（Web会議併用） 

 

3. 出席者の確認 

常任委員総数10名のうち、常任委員会の成立要件である3分の2以上の出席を満たしている

旨の報告がなされ、本会の成立を確認した。 

常任委員 

NGOユニット ： 上島安裕（共同代表理事） 

NGOユニット ： 野際紗綾子（14:10入室） 

経  済  界 ： 井川紀道 

経  済  界 ： エディ操（欠席のため秋元共同代表理事へ委任） 

経  済  界 ： 金原主幸 

学識経験者 ： 桑名恵（オンライン） 

学識経験者 ： 堀場明子（欠席のため亀田事務局長へ委任） 

外  務  省 ： 岩上憲三 

共同代表理事 ： 秋元義孝 

事 務 局 長 ： 亀田和明 

 

オブザーバー 

監 事： 田中英隆（オンライン） 

NGOユニット（GNJP）： 河合裕司（オンライン） 

NGOユニット（PW）： 山本理夏（オンライン） 

外 務 省： 柳沼葉月 

 

議長は、ジャパン・プラットフォーム常任委員会規約第3条3項に基づき、事務局長が議長

を務めることを確認した。 

 

審議に入る前に、能登地方で発生した水害について事務局より以下の報告がなされた。 

報告内容は以下の通り。 

・ 今回の水害は能登半島地震と同じ地域であるため地震対応プログラムと併合して支援

を行っていく。 

・ 9月24日から事業申請受付を開始した。初動・即応案件として取り扱い、審査はメール

審議にて行う。現場の状況が不明なため、現時点での事業申請はない。 

 

4. 審議事項  

(1) 第一号議案：2024年度第3回常任委員会議事録（案）の承認 

審議の結果、全会一致で承認した。 
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5. 協議事項 

(1)改革後のプログラム立ち上げについて 

事務局から、迅速化改革後初めて緊急準備金を使用した新規プログラムにおいて、プロ

グラム立ち上げから政府承認までのプロセスやタイムラインの検証と課題整理を行った

ことが報告された。2023年度からのサンプリング8事業と2024年度バングラデシュ水害8

事業を比較検証した結果、各過程において大幅に日数が短縮されたことが説明された。

課題については、今後の方向性を提案し、協議を行った。 

その結果、改善を継続し、より一層の所要時間短縮及び改善内容に即したガイドライン

への見直しについて努力することとなった。 

 

(2)プログラム戦略会議での協議をうけて 

上島委員から、2024年9月25日に開催されたプログラム戦略会議において、JPFのリソー

スを増やしていくための動き方、支援の迅速化の実例から教訓の整理について議論を行

ったことが報告された。懸念点については今後の方向性が示され、協議を行った。 

協議の結果、JPFを中心にNGO団体、外務省、企業が連携し、リソース拡大に向け努力す

ることとなった。 

 

野際委員より、NGO幹事団体が考える国連との協働に対し、JPF事務局長から国連の事業

実施パートナー（IP）となることを目的とした研修の検討が提案されたことを伝えた。 

JPFのリソースを増やしていくための動き方において、NGO単体でアクションを行うので

はなく、JPFと協働し、広い視野で補正予算等に対する取り組みを検討することを報告し

た。 

 

6. 報告事項 

(1)海外ワーキンググループからの報告（NGO発表）（バングラデシュ水害報告） 

GNJPから、「バングラデシュ国フェニ県における洪水被災状況調査及び緊急人道支援」に

関する緊急初動調査の報告がなされた。災害規模や被害状況、緊急食料・物資の配布活

動状況、現地でのメディア掲載について説明があり、洪水被害は広範囲かつ甚大で移り

変わりが激しい災害のため緊急支援から復興への支援が必須であること、洪水の経験が

少ない地域においては防災啓発が必要だが時間を要すること、防災インフラが不十分で

あること、これらの課題を解決するためには、時間と投資が必要なため、継続した支援

が必要である旨の提言があった。 

 

(2)事業資金執行状況報告 

事務局より、2024年度9月26日までの財源ごとの執行状況の報告がなされた。国内外の事

業活動総括及び事業資金の概況は以下の通り。 

【政府当初予算】 

 執行率74%。 

 今年度は、13億円49事業への助成を予定、現在32事業が申請済。 

【緊急準備金：政府資金】 

 9月バングラデシュへの水害被災者支援として3億円のプログラムを立ち上げ。 

 9月東南アジアを襲った台風（11号ヤギ）被災者支援に2億円でプログラム立ち上
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げ。 

 緊急準備金残高6億円。 

【緊急準備金：民間資金】 

 7月下旬に企業より1,650万円の寄付を受領。 

 新規プログラム立ち上げに利用可能な民間緊急準備金残高：1.24億円。 

（昨年同時期の残額は5,800万円。） 

 事業特定寄付の残金を民間の緊急準備金に移し替えることにより、一定額を確保。 

【能登半島地震被災者支援】 

 執行率73.8%。 

 助成可能寄付金額総額：10.95億円。 

 これまでに総額8.08億円、15団体27事業が事業申請、残高は2.87億円。 

 9月の能登地方豪雨については、本プログラムを拡大し、寄付呼びかけと支援を強

化。（変更前；能登半島被災者支援→変更後：能登半島災害（地震・豪雨）支援） 

【その他国内事業】 

 東日本大震災被災者支援は、今年度実施予定の4事業全てにおいて支援を開始。 

 現時点での東日本支援の執行率は81.6%、寄付金残額は、54,927,623円。 

 休眠預金事業は、4団体6事業に助成（ほぼ計画通りの予算執行状況） 

【緊急初動調査】 

 発災時等対応基金残額 3.65億円 

 これまでに5事案（34,797,013円）の緊急初動調査・物資配布を実施 

【事務局運営費の実績状況】2024年4月～8月末 

 民間寄付からの運営費繰入れは、現時点で22,380,000円ほど予算未達 

 

(3)民間収入報告及び広報の取り組みについて 

事務局より、民間寄付及び会費（4月から8月）の実績を報告。現時点の賛助会員企業数、

企業連携及びイベントへの参加について説明がなされた。 

 

(4)一般管理費モニタリング検証報告 

事務局より、一般管理費等の適用比率拡充を行った団体に対し検証を行ったことが報告

された。報告対象となる4団体（PLAN、CWS、PBV、SEEDS）は要件を満たしているため、各

団体が要望する適用比率が継続となること、および、外務省国際協力局NGO協力推進室に

も4団体について照会し、問題がないことを確認した旨が報告された。 

 

(5)財務状況の報告（書面報告） 

2024年8月末時点の財務状況の報告、並びに収支について書面にて報告した。 

 

(6)旧外務省民間援助連携室名称変更に伴う各種規程の文言修正について 

2024年8月1日付で外務省国際協力局民間援助連携室がNGO協力推進室へ名称変更された

ため、JPF各種規程における文言修正を行うことを口頭で報告した。 

 

7. 次回以降の常任委員会開催日時と会場について 

2024年度第5回常任委員会：2024年11月21日（木）麹町GN安田ビル4F会議室 


